
課コード: 020300 課名称: 財務部市民税課令和4年度業務棚卸表

フルコスト(千円)

評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
令和4年度事業量 令和3年度事業量 令和2年度事業量 令和1年度事業量

020300-001

個人市民税賦課事務

賦課係04-10-01

効果的・効率的な行政経営

01

ソフト事業（義務）

賦課期日に居住する住民で、前年に収入のある者を対象とした申告
相談・申告書受付。個人市民税の申告相談、賦課決定、調定

一般 法令の実施義務（自治事務）

75,984

平成3年度

申告相談に関すること

納税者  申告相談件数　7,148件調定額
　4,846,810千円

  申告相談件数　　　7,421件調定額
　4,671,563千円

 ○申告相談件数7,286件○調定額
4,737,371千円

 ○申告相談件数7,874件　　　　　○調定
額4,565,993千円

020300-001-01

個人市民税賦課事務

納税者   〇調定額　4,846,810千円〇処理件数
 給与特別徴収　36,667件年金特別徴収

 　 7,432件普通徴収　      16,810件

 〇調定額　　4,671,563千円〇処理件数
 

  　給与特別徴収　　36,102件年金特別
 徴収　　  7,362件普通徴収　      　 

16,521件

    ○調定額4,737,371千円○処理件数給
 与特別徴収 35,431件年金特徴         

 6,951件普通徴収       16,644件

   ○調定額4,565,993千円○処理件数：給
与特別徴収34,748件、年金特徴6,820
件、普通徴収10,010件

020300-001-02

課税状況調に関すること

納税者 課税状況調査表作成・報告（年１回）  〇課税状況調査表作成・報告　（年１
回）

課税状況調査表作成・報告（年１回） 課税状況調査表作成・報告（年１回）020300-001-03

020300-002

所得等調査関係事務

賦課係04-10-01

効果的・効率的な行政経営

01

ソフト事業（義務）

適正かつ公正な市・県民税の課税のための情報収集、扶養是正、申
告の督促、課内研修等。所得状況、扶養要件、合算処理等を調査・
精査を行うと共に、課内研修等の実施により課税誤りを無くする。ま
た、申告義務がありながら申告しない者を対象に、臨時の申告相談・
指導、訪問調査等を実施する。

一般 法令の努力義務（自治事務）

4,927

扶養等調査に関すること

納税者 市外被扶養者　1,324人 市外被扶養者　1,176人 市外被扶養者1,226人 ○市外被扶養者1,261人020300-002-01

家屋敷課税に関すること

納税者 家屋敷課税件数　214件 〇家屋敷課税件数　202件 家屋敷課税件数223件 家屋敷課税件数268件020300-002-02

無申告調査に関すること

納税者  〇初未申告者数　1,422人〇未申告呼
  出時点　1,215人〇呼出後  855人〇最

 終(12月時点)　558人〇未申告解消件
 数   864件〇未申告解消率  60.7％

 〇初未申告者数　　　1,420人〇未申告
 呼出時点　　1,188人〇呼出後             

      951人〇最終(12月時点)　　　 616人
  　〇未申告解消件数      804件〇未申

告解消率       　56.6％

 初未申告者数1,319人未申告呼出時点
  1,213人　呼出後791人　未申告解消件

 数528件　未申告解消率40.0％

 当初未申告者数1,327人未申告呼出時
 点773人　訪問調査開始時点638人　訪

  問調査後396人　未申告解消件数　931
 件未申告解消率70.2％

020300-002-03

譲渡所得調査に関するこ
と

納税者 作成事績書　534件 〇作成事績書　413件 作成事績書539件 作成事績書598件020300-002-04

農業所得調査に関するこ
と

納税者 〇農業者データ　4,299件 〇農業者データ　4,187件 農業者データ4,175件 農業者データ11,284件020300-002-05

020300-011

東北都市税務協議会負担
金

賦課係04-10-01

効果的・効率的な行政経営

06

負担金・補助金（任
意・ソフト事業）

税務行政の運営改善に関する調査研究及び相互連絡と地方税の制
度に関する建議により適正な地方税務行政の確立に資する。

一般 法令に特に定めのないもの

902

平成3年度
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フルコスト(千円)

評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
令和4年度事業量 令和3年度事業量 令和2年度事業量 令和1年度事業量

東北都市税務協議会負担
金

東北都市税務協議
会

総会及び幹事会２回開催。税務職員表
彰。東北都市税務協議会負担金13,300
円

総会及び幹事会3回予定。税務職員表
彰。東北都市税務協議会負担金13,300
円

総会書面協議。幹事会3回書面協議。
税務職員表彰（87人）。東北都市税務協
議会負担金13,300円

総会及び幹事会３回。税務職員表彰
（67人）。元年度東北都市税務協議会負
担金13,300円

020300-011-01

020300-012

地方税電子化協議会負担
金

賦課係04-10-01

効果的・効率的な行政経営

04

負担金・補助金（義
務）

地方税の安定した納税と国税連携の体制を整備する。一般 法令に特に定めのないもの

4,010

地方電子化協議会負担金

全国自治体 ４年度地方税共同機構負担金＋３年度
の共同収納の利用実績負担金
3,121,288円

3年度地方税共同機構負担金＋2年度
の共同収納の利用実績負担金
2,327,880円

2年度地方税共同機構負担金2,152千
円＋元年度の共同収納の利用実績負
担金2,152,292円

平成31年4月1日より地方税電子化協議
会から地方税共同機構へ名称変更。10
月から共同収納開始。全国連絡会議年
2回開催。31年度地方税共同機構負担
金1,835,510円

020300-012-01

020300-013

地方税ポータルシステム負
担金

賦課係04-10-01

効果的・効率的な行政経営

04

負担金・補助金（義
務）

地方税の電子申告等を共同処理することによって、納税者の利便向
上と安定した納税の確保が図られる。

一般 法令の努力義務（自治事務）

810

平成21年度

地方税ポータルシステム
負担金

エルタックス事業部
会

  エルタックス事業部会負担金810,410円
（機器更新・プログラム修正等、システム
保守運用・サーバ機器ハウジング料）

  エルタックス事業部会負担金1,012,877
円（機器更新・プログラム修正等、システ
ム保守運用・サーバ機器ハウジング料
1,012,877円）

  エルタックス事業部会負担金756,780円
（機器更新・プログラム修正等、システム
保守運用・サーバ機器ハウジング料
756,780円）

  エルタックス事業部会負担金894,665円
（機器更新・プログラム修正等115,465円
＋システム保守運用・サーバ機器ハウジ
ング料779,200円）

020300-013-01

020300-050

法人市民税賦課収納管理
事務

諸税係04-10-01

効果的・効率的な行政経営

01

ソフト事業（義務）

法人市民税の適正かつ公正な課税。法人市民税の賦課決定、調定、
収納消し込み、督促

一般 法令の実施義務（自治事務）

地方税法第５条

6,102

法人市民税賦課収納管理
事務

法人 課税調定額：1,056,448千円申告件数：
4,062件納税義務者数：2,505件無申告
法人調査：95件無申告法人：52件

 課税調定額：1,099,423千円申告件数：
3,898件納税義務者数：2,427件無申告
法人調査：93件無申告法人：45件

現年課税調定額：986,767千円申告件
  数：3,891件納税義務者数：2,421件無申

 告法人調査：109件無申告法人：46件

 現年課税調定額：1,244,057千円申告件
  数：4,498件納税義務者数：2,348件無申

 告法人調査：46件無申告法人：33件

020300-050-01

020300-051

軽自動車税賦課事務

諸税係04-10-01

効果的・効率的な行政経営

01

ソフト事業（義務）

軽自動車の台数に応じた適正かつ公正な課税。軽自動車税の賦課
決定、調定、異動処理、原動機付き自転車・小型特殊自動車の登録
及び廃車

一般 法令の実施義務（自治事務）

20,865

軽自動車税賦課事務

納税者  現年課税調定額：337,247千円環境性
   能割：38,960千円登録台数：45,243台異

 動処理件数：登録6,994台廃車6,356台

 現年課税調定額：325,845千円環境性
   能割：19,444千円登録台数：44,871台異

 動処理件数：登録7,438台廃車7,068台

 現年課税調定額316,114千円環境性能
  割13,981千円納税義務者数30,119人登

 録台数44,522台異動処理件数（登録
6,585台、廃車6,020台）

 現年課税調定額:306,918千円環境性能
  割：3,805千円納税義務者数：30,114人

 登録台数：44,483台異動処理件数：登
 録8,251台廃車8,197台

020300-051-01

020300-052

その他諸税賦課事務

諸税係04-10-01

効果的・効率的な行政経営

01

ソフト事業（義務）

入湯税、市たばこ税の適正かつ公正な課税。入湯税、市たばこ税に
関する賦課

一般 法令の実施義務（自治事務）

地方税法第５条

9,854

その他諸税賦課事務

納税者 〇入湯税　　調定額8,627千円　入湯客
 数147,185人〇たばこ税　905,432千円　

売渡本数138,307千本

  〇入湯税　　調定額7,890千円　入湯客
  数141,364人〇市たばこ税　調定額
 845,030千円　　売渡本数140,717千本

  〇入湯税　　調定額7,477千円　　入湯
  客数132,638人〇市たばこ税　　調定額
 額771,741千円　　売渡本数131,252千

本

入湯税調定額：11,840千円　入湯客数：
197,642人　たばこ税調定額806,414千
円　たばこ売渡本数：142,490千本

020300-052-01

020300-053

税証明事務

諸税係09-01-02

財務部門（市民サービス）

01

ソフト事業（義務）

税証明の適正かつ迅速な交付。税証明（固定資産に係る証明の受付
及び作成を除く）に関する事務

一般 法令の実施義務（自治事務）

地方税法第５条

12,133
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フルコスト(千円)

評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
令和4年度事業量 令和3年度事業量 令和2年度事業量 令和1年度事業量

税証明事務

納税者  証明件数：19,072件〈内訳〉資産税課証
 明3,066件、非課税証明740件、課税所

得証明9,306件、納税証明1,792件 、営
 業証明145件、その他証明818件、軽自

証明3,205件

 証明件数：19,917件〈内訳〉資産税課証
 明3,159件、非課税証明865件、課税所

得証明9,843件、納税証明1,379件 、営
業証明124件、その他証明461件、国保

 税試算347件、 軽自証明3,739件

証明件数：23,909件〈内訳〉資産税課証
明3,250件、非課税証明856件、課税所
得証明9,309件、納税証明1,861件、営
業証明151件、その他証明1,187件、国
保税試算260件、軽自証明3,572件

 証明件数：23,971件〈内訳〉資産税課証
 明3,486件、非課税証明1057件、課税所

得証明12,533件、納税証明1,332件 、
営業証明184件、その他証明1,001件、

 国保税試算413件、 軽自証明書3,965
件

020300-053-01

020300-054

軽自動車税共同事務処理
分担金

諸税係04-10-01

効果的・効率的な行政経営

04

負担金・補助金（義
務）

軽自動車（当市ﾅﾝﾊﾞｰ以外）の登録･廃車の事務を一括集中処理する
ことによる事務負担の効率化・省力化。軽自動車税共同事務処理事
業に対する分担金　

一般 法令の実施義務（自治事務）

地方税法

1,159

平成3年度

軽自動車税共同事務処理
分担金

岩手県市長会・同
町村会

登録台数：38,256台　取扱台数：19,334
台　分担金：1,159千円

登録台数：37,879台　取扱台数：18,820
台　分担金：1,235千円

登録台数：37,940台　取扱台数：20,299
台　分担金：1,057千円

 登録台数：37,552台取扱台数：18,609台
分担金：918千円

020300-054-01

020300-056

市税還付金

諸税係09-01-02

財務部門（市民サービス）

01

ソフト事業（義務）

過年度に係る税の確定申告の結果、過納分がある場合に還付。市税
の歳出還付（過年度分の還付）

一般 法令の実施義務（自治事務）

20,774

市税還付金

納税者 法人市民税還付：19,644千円 法人市民税還付：19,082千円 法人市民税還付：65,665千円 法人市民税還付　43,659千円020300-056-01

020300-057

国民健康保険税賦課事務

諸税係03-06-01

自分らしい生き方を支える
健康寿命の延伸

01

ソフト事業（義務）

国民健康保険税の適正かつ公正な課税。国民健康保険税の賦課決
定、調定、異動処理

国保 法令の実施義務（自治事務）

地方税法第５条

11,608

国民健康保険税賦課事務

納税者 一般分医療（15,170件、852,027千円）
支援（15,170件、358,360千円）介護
（4,406件、112,988千円）・退職分医療
（0件、0円）支援（0件、0円）介護（0件、0
円）

一般分医療（15,868件、879,927千円）
支援（15,868件、377,658千円）介護

 （4,584件、117,176千円）・退職分医療
（0件、0円）支援（0件、0円）介護（0件、0
円）

一般分医療（16,845件、916,144千円）
支援（16,845件、385,360千円）介護
（4,897件、125,692千円）・退職分医療
（0件、0円）支援（0件、0円）介護（0件、0
円）

一般分医療（12,588件、900,575千円）
支援（12,588件、378,627千円）介護
（5352件、124,970千円）・退職分医療
（38件、457千円）支援（38件、193千円）
介護（30件、179千円）

020300-057-01
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